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1. 予想を下回った 2 月の雇用統計 

米国労働統計局（BLS）が 3 月 6 日に公表した雇用統計によると、2 月の非農業部

門雇用者数は前月差▲9.2 万人と前月（同+12.6 万人）から減少した。失業率は 4.4%

と前月の 4.3%から 0.1％ポイント上昇したほか、労働参加率1は 62.0％と前月の 62.1％

から 0.1%ポイント下落した（図 1）。 

 

図 1 非農業部門雇用者数と失業率の推移 

 

 

2. 業種別にみた雇用者数の推移 

業種別にみると、2 月は娯楽・宿泊が前月差▲2.7 万人と最も減少が大きかった。次に

医療・社会扶助が同▲1.9 万人、教育サービスが同▲1.6 万人、運輸・倉庫、建設業、情

 
1 16 歳以上人口に占める労働力人口（就業者と失業者の合計）の割合 
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報通信業がいずれも同▲1.1 万人の減少となり全体を押し下げた（図 2・左）。ただし、

医療・社会扶助については雇用統計の調査期間にカリフォルニア州で労働者 3.1 万人が

ストライキに参加したことが下押しとなったほか、暴風雪、寒波など自然災害によって

娯楽・宿泊、運輸・倉庫、建設業などは悪影響を受けたと考えられる。 

2026 年に入ってからの非農業部門雇用者数は、1 月に前月差+12.6 万人と予想を上回

る増加となった一方で、2 月には同▲9.2 万人と予想を下回る減少となり、単月の振れ

が大きい。雇用市場の状況を正しく把握するためには単月の動きを重視しすぎるべきで

はない。 

年間でみると、2022 年から 4 年連続で増加幅は縮小しており、2025 年の非農業部門

雇用者数は前年差+6.9 万人と増加は限定的だった（図 2・右）。業種別にみると、医療・

社会扶助は同+67.6 万人と前年（同+88.6 万人）から増加幅は縮小したが、全体を押し上

げた。医療・社会扶助については、人口動態の変化に伴い引き続き高い労働需要が予想

される。 

一方、それ以外の業種については弱い動きとなっている。政府閉鎖の影響もあり、政

府は同▲18.5 万人と最も減少した。次に専門・科学・技術サービスが同▲16.8 万人、運

輸・倉庫業が同▲12.4 万人の減少だった。医療・社会扶助を除くと、ほとんどの業種で

雇用者数が減少している。移民労働力の減少も一因ではあるが、雇用拡大は頭打ち傾向

にあると考えられる。 

 

図 2 業種別の雇用者数の推移 
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4. 先行性のある民間指標の確認 

民間指標を用いて雇用市場の先行きを検討する。非農業部門雇用者数の先行指標と

して知られるコンファレンス・ボードの雇用動向指数（ETI）2をみると、2022 年 3 月

をピークに下落しており、2025 年 12 月にはコロナ禍を除けば 2017 年 9 月以来の低

水準となった。（図 3）。 

次に全米独立企業連盟（NFIB）の雇用指数も先行指標として確認する。NFIB は約

30 万社の会員企業からランダムサンプルで調査しているが、その多くは従業員数 50

人未満の企業3である。従業員規模が小さい企業は、相対的に景気変化に敏感である

ため先行指標として有用と考えられる。NFIB の 3 か月採用計画をみると、2021 年 8

月をピークに下落基調となっており、2026 年 2 月には 3 か月連続で下落した（図 4）。

従業員規模の小さい企業が採用にブレーキを踏み始めていることが、雇用者数の下押

し圧力となる懸念がある。 

 

図 3 雇用動向指数 図 4 NFIB 採用計画 

  

 

5. 地政学リスクへの懸念 

2026年 2月 28日に米国とイスラエルがイランを攻撃したことで世界経済の不透明

感が高まっている。地政学リスクの高まりを測る地政学リスク指数4をみると、1985

 
2 Employment Trends Index：失業保険の新規申請件数、仕事を見つけにくいと感じている人の割合、企業が人を採用し

たいのに埋まらないと答える割合、派遣社員として雇われた人数、やむを得ずパートで働いている人の割合、工場の生

産量、実質の製造業・流通業の売上、求人件数、以上 8つの雇用関連データをまとめた合成指数。 

3 直近の 2026 年 2月調査では、従業員数 50 人未満の企業はおよそ 90%。なお米国では、従業員を雇う企業のうち従

業員数 50人未満の企業が 27%程度（2025 年時点）。 
4 米国 FRB のエコノミストによって開発された指数。主要 10 紙の記事における地政学的出来事に関連する記事数を

指数化。 
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年の公表開始以来、5 回（1990 年クウェート侵攻、1991 年湾岸戦争、2001 年同時多

発テロ、2003 年イラク戦争、2022 年ウクライナ侵攻）急上昇している。うち、ウク

ライナ侵攻を除く 4 回では、同時期に非農業部門雇用者数が前年比マイナスになって

いる（図 5）。 

2026 年 2 月の地政学リスク指数は 117 と、過去の急上昇時の水準（250 以上）と比

較すると落ち着いている。しかし 3 月はイラン攻撃によって大きく上昇することが見

込まれる。同指数が急上昇する場合は雇用の減少を警戒する必要があるだろう。 

 

図 5 地政学リスク指数 

 

 

6. 雇用は軟調に推移する見通し 

2 月の非農業部門雇用者数は予想を大きく下回る結果となった。医療従事者のスト

ライキや暴風雪・寒波などの自然災害といった一時的な要因もあるが、年間でも増加

幅が縮小してきていることなどから雇用は軟化傾向にあると考えられる。 

先行きについては、民間指標をみると軟調な推移が継続する公算が大きい。また、

地政学リスクの高まりが景気の先行き不透明感につながり、企業の採用意欲を押し下

げることで雇用が減速する可能性も高まっている。ただし雇用統計は単月の振れ幅が

大きくなっていることから 3 月分以降のデータも併せて精査したうえで雇用市場の

状況を見極める必要があるだろう。 

 

以上 
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